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地方政府合併・分割を考慮した中央・地方政府の空間経済理論
― 中心地理論の行政原理の検討および拡張 ―
 田　 北　 俊　 昭
１． は じ め に
　本研究では，中央政府と複数地方政府間の政府サービスの分担関係を説明するための空間経
済モデルを提案する。このモデルは，経済地理学分野で重要な中心地理論のうち，行政原理を
経済学的に説明する点に特色がある。情報通信技術および交通技術の進展，政府サービスの民
営化・廃止によって，中央政府と地方政府の関係をどのように構築すべきかを検討することが
できる。まさに日本の道州制の問題を考えるために応用することができる。
　近年，交通の発達により都市内および都市間の移動時間の大幅な短縮が進み，情報通信技術
の発達は，大量の情報を空間的な制約を越えて送ることが可能となっている。中央政府および
地方政府においては，国や地方財政の深刻化により，市町村や都道府県のような地方政府の合
併問題がクローズアップされるようになっている。現在，国からの権限および財源の委譲を含
めた道州制の議論が進行中である。北東北３県（青森県，秋田県，岩手県）が業務の連携を進
めて将来の道州制（青森県庁（2002））を目指しているように，都道府県間の連携が話題になっ
ている。また岡山県では中四国州を想定した取り組み（岡山県庁（2003））を開始している。
北海道では独自の経験に基づき道州制を提案している。このように，中央政府および地方政府
は全体として，規模の経済性を重視して，地方政府の合併を推進しがちであるが，行政地域の
拡大に伴う空間費用とトレードオフ関係にあることを認識すべきである。最適な政府システム
についての空間経済学的な検証を行うことは重要である。特に日本の国家的な課題である道州
制の導入を含めた地方分権のありかたの空間経済モデルを考える必要がある。そのためには，
中央政府が国防や外交等の重要な部分に権限を留めて地方政府に多くの権限が有する連邦国家
に基づいた国家の構築システムに併せて，中央政府が地方政府とかなり強い連携関係を持って
いる中央集権国家の構築システムを同時に考える必要があろう。
　政府の階層システムの解明に大きな貢献をしたパイオニアは，経済地理学分野のChristaller
（1933）である。彼は，２次元空間の都市システムの形成について，市場原理（k＝３システ
ム），交通原理（k＝５システム），行政原理（k＝７システム）の固定的な３つの階層システム
の組み合わせにより，都市の階層構造が成り立っていることを示した。行政原理では，政府の
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階層が１つ下になると７の倍数で増加することを示している。日本では，Christallerの行政原
理に従えば，７１ （＝７） が北海道，東北，関東，中部，関西，中国・四国，九州・沖縄などの地
方レベル，７２ （＝49） が都道府県レベル，７３ （＝343） が広域都市圏レベル，７４ （＝2401） が市
町村レベルとなる。実際のところ，日本や英国など世界の国々では，地方行政地域の見直しが
進んでおり，地方政府の合併や分割問題，地方行政地域の拡大や縮小について，Christallerの
論文では議論ができない。この論文では，階層別の政府数および地方行政地域数について言及
しているが，階層間の政府規模の大小関係には言及していない。また、南ドイツ地域における
適用をはかったが，経済学的な理論的検討には至っていない。これでもChristallerの構築した
概念整理は大きな功績であるため，中心地理論の経済学的な包括的検討は都市経済学者および
経済地理学者の最大の関心事でもある。
　政府内組織の研究（Tirole  （1994）），中央集権型国家と分権型国家における中央政府と地方
政府の行動の比較を行った研究（Ogawa （1999） など）が存在するが，空間的な面は捨象され
ている。首都移転（金本 （1997），小池・森杉・上田 （1996） など），地方公共財の最適供給と地
域コミュニティの最適規模（金本 （1997） を参照），市町村合併に関する個々の自治体の意思決
定（福山・佐々木 （2002） ），地方政府における財政上の浪費（坂本・林山 （2002））などの研究
が行われている。小池・森杉・上田 （1996） は，２都市における中央政府の立地選択問題を２つ
の都市政府を含めて議論している。企業，世帯，交通企業，地主の行動を含めて総合的に網羅
した空間的一般均衡モデルを作成しているが，地方政府の行政境界変更，地方政府の立地選択
は議論していない。都市・地域計画学分野には，公共施設の配置問題を取り扱った研究が多数
存在するが，総移動距離最小化問題として定式化されている場合が多く，政府の行動を含めた
空間経済学的な説明が必要であろう。たとえば，公共施設の階層構造立地問題として鈴木
（1990） や奥貫・岡部 （1995） がある。
　本研究では，中央政府と複数の地方政府間の業務の分担関係，地方政府の行政境界に与える
影響を示すために，最も基本的な中央・地方政府の２階層空間経済モデル（中央政府― K地方
政府モデル）を構築し数値例を示す。なお，本論文は，2003年国際地域学会北アメリカ大会の
発表論文（Takita （2003））の一部を修正し発展させたものである。
２． 中央政府と地方政府の空間経済モデル
　中央政府および複数の地方政府からなる政府システムの空間経済モデルを提案する。本研究
では、最も簡単な１次元空間経済システムの枠組みの中で，可変的な「行政地域分割数（地方
政府数）」および「政府の規模」を考慮した中心地理論の行政原理を提案する。
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　モデルの仮定
　モデルの定式化にあたり以下のように仮定する。
　（仮定１）国土と人口
　住民は，「線形型国家」（東西方向に伸びた国家）に一定の人数だけ住んでいる。「線形国家」
の国境（両端）は変更しない。国土は自然条件や資源の存在などにおいて同質である。
　（仮定２）中央・地方政府システムの構成
　中央政府と複数の地方政府の２階層からなる政府システムを考える。中央政府は，複数の地
方政府の業務内容を統轄する。中央政府は，地方政府と連携して，当該地域に中央政府サービ
スと地方政府サービスを供給する。
　（仮定３）政府サービスの公平性と等量供給
　国家は，政府システム（中央政府および地方政府からなる階層システム）を構築し，国土全
体の均衡ある発展に寄与するため，各地点に対し，中央政府および地方政府サービスを公平に
同じだけ供給する。
　（仮定４）規模の経済
　中央政府，地方政府ともそれぞれ，規模の経済が著しく働くものとする。今回の分析対象と
しては，中央政府の規模，地方政府の立地点および規模の変化を議論するので，それよりも長
期にわたって利用可能な国道，国の重要港湾，国立公園等の国家的社会資本の水準，地方道や
地方港，県立公園等の地方を代表する社会資本の水準については，固定的になる。中央政府ま
たは地方政府のサービス量の変化に応じて，中央政府および地方政府の庁舎の規模や勤務する
公務員は可変的になる。中央政府，地方政府の政府サービス生産費用については，社会資本の
水準による固定費用のほか，中央政府または地方政府の庁舎や公務員等による可変費用の合計
となる。
　（仮定５）中央政府と地方政府における政府外活動と交通・通信手段
　中央政府は国土全体を，地方政府は当該地方全体を統治するために，それぞれ政府外活動
（公共工事の視察や各種情報活動等）を行う。このとき，政府外活動のために交通および通信
費用を負担する。
　（仮定６）政府全体の行動
　国家全体として，中央政府および地方政府が分担し合って，地域の望ましい政府サービス水
準を保つように努力する。政府内活動と政府外活動を行い，政府システム全体として総費用最
小化行動を行う。
　中央・地方政府システムの立地モデルの定式化
　中央・地方政府システムの立地モデルの定式化を行う。世帯の行動と人口分布，中央政府・
地方政府の位置と行政境界，中央政府・地方政府の規模および統轄関係，政府システムの行動，
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中央政府と地方政府全体にかかる費用について，説明する。
　ａ）世帯の行動と人口分布
　　本研究では，仮定１より，線形型国家（非常に細長い形をした国家）を考える。国土は，図
１のような１次元方向に伸びる空間上にあり，東方向（右方向）を正としたとき， 
上の地点の集合である。国土の長さは，幅は１で，国土面積はである。国の長さに対
し，国の幅は無視できるほど小さい（>>1）ものとし，国家人口N人が生活する。今回の
モデルでは，Christaller （1933） モデルの経済学的な説明および拡張を行う必要性があるの
で，彼のモデルで仮定している地域の同質性（仮定１）を考慮している。この場合，人口
が一様分布となる単純なケースに帰着するが，このときの世帯行動についてどのような強
い仮定が働くかを説明しておく必要がある。
　　各世帯は世帯効用を最大化するように立地地点を決定するが，空間経済学的にいえば，
すべての地点で世帯効用が同じとなるように人口分布は均衡する。今回のモデルでは，地
域間の税収の差，私的財の供給レベル等の差がなく，全地域で同一水準の中央および地方
政府サービスが供給される最も単純なケースを考えているために，世帯立地による混雑を
避けた結果，人口は，図１のような一様分布となる。今後の一般的な議論をするうえで役
立つであろう。
　ｂ）中央政府・地方政府の位置と行政境界
　　図２のように，中央政府と複数の地方政府の２階層からなる政府システムを構築する。
地方政府数（分割数）の変化によって政府システムの階層構造が変化する。本研究では，
地方政府数（分割数）は，政府システムの組織構造を示す１つの内生変数として取り扱わ
れる。Christaller （1933） の中心地理論の行政原理（固定的な組織係数：k＝７システム）
では，地方政府の合併や分割問題を取り扱うことができない。
　　中央政府（第１階層の政府）は国の中心地点x11＝０に設置する。国境は， と
x＝ 2
,
2－
B10 2－＝
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図１．線形型国家の一様な人口分布 図２．中央・地方政府の設置と行政境界
（組織係数k＝３の政府システム）
　 である。地方政府 （第２階層の政府） は，国土をk等分した各地方行政区域の中心地
　 に設置する。隣接する地方政
　府間の行政境界は である。ここで，政府シ
ステムの階層構造は，kが奇数のとき，中央政府の位置と１つの地方政府の位置が一致する
包含的階層構造となり，kが偶数のとき，中央政府の位置と地方政府の位置が一致しない排
他的階層構造となる。中央政府から地点xまでの距離は であり，地方政府
から地点xまでの距離は
 
　である。具体的な事例として，図２および図３は組織係数k＝３（分割数）の政府システム
を示す。
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図３．中央および地方政府から国土の各地点までの距離
（組織係数k＝３の政府システム）
　ｃ）中央政府・地方政府の規模および統轄関係
　　中央と地方政府の規模比を示すための指標として，中央政府の統轄係数μCG （k） （＞０）
を定義する。地方政府のサービス量をgCGをg （基準単位）とし，中央政府サービス量gCGを
μCG （k） gとする。この統轄係数は，中央政府が地方政府とどの程度業務を連携して行って
いるかを示している。
　　　　中央政府：gCG＝μCG （k） g　　　　地方政府：gLG＝ g
　　中央政府は，国家の最も重要な外交や防衛のような国家的基幹サービス（防衛や外交な
ど）を供給するだけでなく，各種国家政策（国土計画や労働・福祉政策など）を地方政府
と連携して進めている。その他，警察行政における警察庁と都道府県警察の部署間との連
携および分担関係，都市計画や道路事業における国土交通省の出先機関と都道府県間の連
携および分担関係などがあげられる。今回のモデルは，中央政府と地方政府間は依存性が
著しく高く，サービス供給上の技術的な制約として働くことになる。日本のような中央集
権型国家の場合が当てはまる。
　　地方政府数（分割数）kが増加すると統轄係数（中央政府と地方政府の規模比）は増加す
ることから，
　　　μCG （k） ＝μ＋θ k
　とおく。 μ （＞0） を基礎統轄度， θ （＞0） を限界統轄度とする。この統轄係数は， ０ ＜μCG（k） ＜１
のとき，中央政府のサービス規模は地方政府のサービス規模より小さく，μCG （k） ＞１のと
き，逆に中央政府のサービス規模は地方政府のサービス規模よりも大きい。μCG （k） ＝１の
とき，中央政府と地方政府のサービス規模は同じである。Takita （2002） では，中央政府
と多段階の地方政府の立地モデルを構築しているが，対象となる問題の簡素化のため，こ
の強い仮定をおいている。
　ｄ）政府システムの行動
　　中央政府および地方政府は，政府システム全体として，全地域に対して望ましい政府サー
ビス水準を保ちながら，国家の政府システム全体の費用最小化を考える。
　　　Minimize C＝CCG （gCG） ＋kCLG （gLG） 
　中央政府サービス量をgCG，地方政府サービス量をgLGとし，中央政府サービスおよび地方政
府サービス費用をCCG （gCG），CLG （gLG）とする。
　　　政府サービスに関する需給均衡式を以下示す。
　　　gCG＋kgLG＝G （N,） ＊  
　この式の右辺は，人口N，国土面積（幅１，長さ，＞ ＞１）にとって望ましい政府
サービスの総需要量G （N， ） ＊であり，左辺は，１つの中央政府とk個の地方政府による政
府サービス供給量の和である。これは，中央政府と地方政府間のサービスが，完全に代替
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的な場合を示している。ただし，外交や国防，国家的な課題については，常に中央政府が
行うので，gCG＞０の仮定を設けている。
　　中央政府および地方政府は，国民全体にとって望ましい政府サービスの総量G＊を中央政
府およびk個の地方政府で分担（制約条件式（式））しあって，国土全体に供給し，政府
費用（式）を最小化にするように最適な地方政府のサービス規模g＊と最適数（分割数）
k＊を決定する。中央政府のサービス規模についてもこれらの値によって決定される。ただし，
k＊は整数値をとるために，組み合わせ最適化問題を考える必要がある。
　　中央政府の費用には，政府サービス生産費用と情報活動費用がある。
　　中央政府の政府サービス生産費用については，国土全体の社会資本設備費等のある一定
水準以上必要な部分，そして国家公務員の給与や政府・公共施設の維持運営費等の可変的
な部分で構成される。
　　　c1CG＝aCG＋hCG （gCG） ＝aCG＋bCGμ CG （k） g
　　この式は，中央政府のサービス規模によらず，国レベルの社会資本設備が，ある一定水
準aCG以上はかかることを示している。また，中央政府は，規模の経済性が著しいと仮定さ
れているため，gCGとhCG （gCG） は比例関係（bCGは限界費用）とする。ただしgCG＝μCG （k） gで
ある。なお，aCG＞aLGおよびbCG＞bLGと仮定する。
　　中央政府の情報活動費用には，地方政府との情報交換費用，国土整備の視察費用，情報
収集費用等がある。中央政府からの平均距離，平均単位情報活動費用（交通・通信費用）
から，情報活動費用を導出できる。
　　中央政府の位置x11＝０から国土の各地点までの平均距離は，中央政府から地点xまでの距離
関数dCG （x） を，国境の地点 から地点 まで積分して国土の長さで割ることによ
り求める。
 
　　中央政府の平均単位情報活動費用（交通・通信費用） は，単位距離あたり情報活動費
用（交通・通信費用） wと中央政府からの平均距離 の積で示される。
 
　　　中央政府の情報活動費用（交通・通信費用）は
 
　　である。 
B10 2－＝ B11

2＝
dCG＝ dCG （x） dx＝　     x  dx＝ 1∫
B11
B10

4
1
∫

2

2
uCG
dCG
uCG＝wdCG＝    （≡W）w 4
c2CG＝uCGgCG＝　  μ CG （k） g＝W μ CG （k） gw 4
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　　中央政府の総費用は中央政府の政府サービス生産費用と情報活動費用の和として導出される。
 
　　各地方政府の費用には，地方政府の政府サービス生産費用と地方政府の情報活動費用がある。
　　地方政府の政府サービス生産費用は，地方社会資本施設の資本設備費等の固定的な部分，
地方公務員の給与や各種地方政府施設の運営費用等の可変的な部分で構成される。
c1LG＝aLG＋hLG （gLG） ＝aLG＋bLGg
　　この式は，地方政府のサービス規模によらず，当該地域に存在する地方レベルの社会資
本設備費用が，ある一定水準以上必要であることを示している。地方政府サービスに対す
る規模の経済性は著しいと仮定しているため，gLG （＝g） とhLG （gLG ） は比例関係（bLG は限界費
用）とする。なお，aCG ＞aLGおよびbCG ＞bLGと仮定する。
　　地方政府の政府活動費用には，地域内での情報交換費用，地域整備の視察費用等がある。地
方政府からの平均距離，平均単位情報活動費用 （交通・通信費用） から情報活動費用を導出する。
　　地方政府（位置x2i＝ ）から各地方の行政区域内の地点までの国土全体の平均
　離は，地方政府から各地点xまでの距離d  （x） を国境の から まで積分して国
土の長さで割り求める。　
 
　　地方政府の平均単位情報活動費用（交通・通信費用） は中央政府の平均単位情報活動
費用（交通・通信費用） 
 
　　地方政府の情報活動費用（交通費・通信費）は，
 
　である。
　　地方政府の総費用は，地方政府サービス生産費用と地方政府の情報活動費用の和として
導出される。
 
　　地方政府サービス生産費用について、著しい規模の経済性を仮定しているため，その平均費
用 は地方政府サービス量gの減少関数となる。一方，情報活動費用について，
その平均費用 ではgが消去されるものの，地方政府サービス量gの増加とともに地方
政府数kが減少するため（式参照），情報費用の平均費用は増加する。このように，地方政
府においては，規模の経済性と情報費用の削減はトレードオフの関係にある。
CCG＝c1CG＋c2LG
＝aCG＋ （bCG ＋W） μ CG （k） g
2i－k－1
2k
LG B20 2－＝ B2k

2＝
dLG＝　　dLG （x） dx＝　　   x－x21   dx＋…＋    x－x2i   dx＋…＋    x－x2k  dx ＝1∫
B2k
B20
1
 ∫
B21
B20
∫
B2i
B2,i-1
∫
B2k
B2,k-1

4k
uLG
uCE＝    （≡W） の　  である。w 4
1
k 
uLG＝wdLG＝　　＝ w 4k
W
k
c2LG＝uLGgLG＝　　gLG＝     g w 4k
W
k
CLG＝c1LG＋c2LG＝ （aLG＋bLGg） ＋　   gWk
aLG
g ＋bLG＝
c1LG
g
＝c2LGg
W
k
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　最適な政府システムの導出プロセス
　政府システム全体の費用最小化行動（中央政府費用と地方政府費用の和の最小化）では，政
府サービスの総量に関する制約条件式を満たしながら，最適な地方政府のサービス規模g＊と地
方政府数（分割数） k＊を決定する。今回のモデルでは，地方政府数（分割数） k＊は整数値をとる
ために計算方法に留意する必要がある。小さな組み合わせ最適化問題であるので，緩和問題を
定式化し，列挙法を用いて子問題を考え，子問題の中から最適解を求める。
　ａ）整数変数を含む制約条件つき最小化問題
　　　これまでの内容を整理したのが問題P0である。
　　問題P0：
 　　　　
　　　subject to　　G＊－f （g, k） ＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　
　　ただし，f （g, k） ≡μ CG （k） g＋k g
　　であり，0＜g＜G＊であり、kは正の整数である。
　　この政府システムモデルの内生変数は，地方政府サービス量g，地方政府数（分割数） kで
ある。外生変数は，統轄係数μ CG （k） ≡μ＋θ k のうちの基礎統轄度μおよび限界統轄度θ，
望ましい政府サービス総量G＊，単位距離あたり情報活動費用（交通・通信費用） w（または
中央政府の平均単位情報活動費用（交通・通信費用） ），中央政府の固定費aCGと限界費用
bCG，地方政府の固定費aLGと限界費用bLGである。
　ｂ）緩和問題の定式化
　　問題P0について，整数条件を緩和し，政府サービス総量に関する制約条件（式）を考
慮したラグランジェ関数を定式化する。
　　緩和問題P0： 
            
　　　ただしμ CG （k） ＝μ＋θ k であり，0＜g＜G＊およびk＞0である。
　　この緩和問題 の最適解 を求める。ラグランジェ関数  （式）を，地方政
府サービス量g，地方政府数k，ラグランジェ乗数λで偏微分し，１階の条件を導出する。
  
  
  
　　となる。μ CG （k） ＝μ＋θ k，式および式より，
Minimize　C （g, k） ＝（aCG＋bCG μ CG （k） g） ＋W μ CG （k） g   ＋k（aLG＋bLGg） ＋ Wgk












W
Minimize L0 （g, k） ＝ C （g, k） ＋λ   G＊－f （g, k） 






＝ （aCG＋bCG μ CG （k） g） ＋W μ CG （k） g   ＋k（aLG＋bLGg） ＋ 　 g  ＋λ G－ （k＋ μ CG （k） g）Wk


















P0 （g0 ,k0） L0 （g, k） 
　　＝W （1＋μ＋θ k ） ＋bCG （μ＋θ k ） ＋bLG k－ μ ＋ （1＋θ ） k λ＝0



∂ L0
∂ g
　　＝ （W＋bCG） θ g  ＋ （aLG＋bLG g） － （1＋θ） gλ＝0
∂ L0
 ∂ k
　　＝G＊－   μ＋ （1＋θ） k  g＝0




∂ L0
 ∂ λ
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  
　　となる。式から
  
となる。式および式から地方政府サービス量g，地方政府数k，ラグランジェ乗数λに
ついて解く。
 
 
 
　　これらの結果より，内生変数と外生変数の関係について議論しよう。ここで求まるk＝ 
は最適値k＊（整数値）の近似値として議論することは可能である。以下のように整理される。
　　交通および通信の発達により，地方政府を合併させて，地方政府サービスを増加させる
ことが可能となる。国家公務員給与の減少等による中央政府サービスの限界費用の減少は
同様な結果が導かれる。しかし，民営化や廃止に伴う政府サービスの総量の減少について
は，地方政府の合併を進めることは変わりないが，地方政府サービスを縮小することが求
められる。さらに，地方政府の社会資本の固定費用の低下，地方公務員給与の減少等の限
界費用の減少は，逆に，地方政府サービスを減少させて地方政府の分割を進めることが望
ましい。このように，必ずしも，地方政府の合併および中央から地方への政府サービスの
権限の委譲が望ましいとはいえないことが明らかになっている。
　　次に２階の条件を考える。（g，k） ＝ において，１階の条件を満たし，ラグランジェ
関数  の縁つきヘッセ行列式の値が負であれば，条件付極小値をとる。
 
 
λ＝　　　　　　　　　　　　　　　　＝W （1＋μ＋θ k） ＋bCG （μ＋θ k） ＋bLGkμ＋ （1＋θ） k 
 （W＋bCG） θ g ＋ （aLG＋bLGg） 
 （1＋θ） g 
G＊－   μ＋ （1＋θ） k  g＝0




g ＝　　　　　　　　　　　　　　 ≡ g0GaLG
W （1＋θ） ＋ （W ＋bCG－bLG） μ 
k ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　  － μ  ≡ k0
1
1＋θ
G  W （1＋θ） ＋ （W ＋bCG－bLG） μ 
aLG






λ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ＋ （W ＋bLG） θ＋bLG
1
1＋θ
aLG  W （1＋θ） ＋ （W ＋bCG－bLG） μ 
G






ko
（ g0， k0 ）
Lo （ g， k ）
∂ f （g0， k0）
∂ g－
∂ f（g0， k0）
∂ k－
∂ 2L0 （g0， k0）
∂ g2
∂ 2L0 （g0， k0）
∂ g ∂ k
∂ f （g0， k0）
∂ g－
∂ 2L0 （g0， k0）
∂ k ∂ g 
∂ 2L0 （g0， k0）
∂ k2
∂ f （g0， k0）
∂ k－
H ＝
0
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　　この行列式の各要素は以下の通りである。
 
                
 
　　よって， 
 
　と整理できる。aLG ＞0，μ＞0，θ＞0， ＞0なので，縁つきヘッセ行列式  H は常に負にな
る。よって，関数 の形状は下に凸である。制約条件式G＊－f （g, k） ＝0を満たすよ
うな緩和問題 の最適解  は常に極小値になることが保証される。もし， が整数で
あれば，緩和問題 の最適解  は問題P0の最適解 （g＊ , k＊） と一致する。 が整数でな
ければ，子問題が２つの小さな組み合わせ最適化問題なので，列挙法を行う。
　ｃ）子問題
　　この組み合わせ最適化問題の列挙法では，変数kに上限条件 を付加した子問題P1と
下限条件 を付加した子問題P2を考える。（   は，xを超えない最大の整数を表す
記号で床と呼ばれる。また，  はxより小さくない最小の整数を表し，天井と呼ばれる）
　　　子問題P1については
 
 
 
 
　　となり，クーン＝タッカー条件は
 
∂ f （g0， k0）
∂ g ＝μ＋ （1＋θ） k0
∂ f （g0， k0）
∂ k ＝ （1＋θ） g0
 ∂ 2L0 （g0， k0）
∂ g2
∂ 2L0 （g0， k0）
∂ g ∂ k
∂ 2L0 （ g0， k0）
∂ k ∂ g 
∂ 2L0 （g0， k0）
∂ k2
＝0
＝ （W＋bCG） θ＋bLG－ （1＋θ） λ＝－
aLG
 g0
＝0
H ＝－2aLG （1＋θ） μ＋ （1＋θ） k0  ＜0



 k0 
L0 （g， k）
P0 （ g0， k0 ） k0
P0 （ g0， k0 ） k0
k　＜ k0
　 ＋1　k　＜k0 x
x






Minimize L1 （g, k） ＝ C （g, k） ＋λ G＊－f （g, k）  ＋ξ （ ）k－ k0






 ＝ （aCG＋bCG （μ＋θ k） g） ＋W （μ＋θ k） g ＋k（aLG＋bLGg） ＋



Wg
k
＋ λ G＊－ （μ＋θ k） g－kg  ＋ξ   k－ k0












＝W （1＋μ＋θ k） ＋bCG （μ＋θ k） ＋bLGk－ （k＋μ＋θ k） λ＝0
∂ L1 
∂ g
＝ （W＋bCG ） θ g＋ （aLG ＋bLGg） － （1＋θ） g λ＋ ξ＝0
∂ L1 
∂ k
＝G＊－ （μ＋θ k） g－ kg＝0
∂ L1 
∂ λ
＝ξ　　　　＝0∂ L1 ∂ ξξ





 k－ k0
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 　　である。子問題P1の最適な地方政府サービス量（≡g1）と地方政府数（分割数）（≡k1）は
 　　　
　　となる。k1は整数値となる。
　　　子問題P2については
 
 
 
　　となる。クーン＝タッカー条件は，
 
 
　　である。子問題P2の最適な地方政府サービス量（≡g2）と地方政府数（分割数）（≡k2）は
 　　　 
　　となる。
　ｄ）最適解（g＊，k＊）
　　子問題P1の総費用C1＝C （g1， k1） と問題P2の総費用C2＝C （g2， k2）を比較し，総費用最小とな
る （g， k） の組み合わせが問題P0の最適解 （g＊， k＊） となる。
C0＝min（C1 ， C2）
　C1 C2のとき， （g＊， k＊） ＝ （g1， k1） 
　C1＞C2のとき， （g＊， k＊） ＝ （g2， k2） 
＝k－　　  0∂ L1 ∂ ξ k0＜
ξ　 0＞
 g ＝
G＊
μ ＋ （1＋θ）  k0 ≡g1  k ＝   ≡k1k0
Minimize L2 （g, k） ＝ C （g, k） ＋λ G＊－f （g, k） ＋ξ （　 ＋1－k）






k0






＝ （aCG＋bCG （μ＋θ k） g） ＋W （μ＋θ k） g ＋k（aLG＋bLGg） ＋



Wg
k
＋ λ G＊－ （μ＋θ k） g－kg  ＋ξ　   ＋1－k












k0
＝W （1＋μ＋θ k） ＋bCG （μ＋θ k） ＋bLGk－ （k＋μ＋θ k） λ＝0
∂ L2 
∂ g
＝ （W＋bCG ） θ g＋ （aLG ＋bLGg） － （1＋θ） g λ－ ξ ＝0
∂ L2 
∂ k
＝G＊－ （μ＋θ k） g－ kg＝0
∂ L2 
∂ λ
＝ξ　  ＋1－k  ＝0
∂ L2 
∂ ξξ






k0
＝　＋1－k　 0
∂ L2 
∂ ξ k0 ＜
ξ　 0＞
 g ＝ ≡g2  k ＝  ＋1 ≡k2k0
G＊
μ ＋ （1＋θ） （  ＋1）k0
＜
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　　ここで，求められる （ g＊， k＊） は，曲面C （ g， k） 上のG＊－f （ g， k） ＝0を満たす複数の点（ g，
 k）のうちC （ g， k） が最も小さくなる点である。
３． 数値シミュレーション
　ある国家における政府システムについて，以下のような数値例を用いて，最適な中央・地方
システムについて求める。
　aCG＝5，bCG＝2，aLG＝2，bLG＝1
　W＝1，μ＝200，θ＝0.05，G＝300
　このときの制約条件つき最大化問題P0の緩和問題 の最適解は ＝ （1.224,43.1） とな
り， ＝886.9819である。子問題P1の最適解は，（ g1＊， k1＊） ＝ （1.224,43.0） であり，総費用はC1＝
886.9821である。子問題P2の最適解は，（ g2＊， k2＊） ＝ （1.219,44.0） であり，総費用はC2＝887.1919で
ある。
　従って，最適解は，（ g＊， k＊） ＝ （ g1， k1） ＝ （1.224,43.0） であり，総費用C＊＝Min （886.9821,887.1919）＝
886.9821である。
４． お わ り に
　本研究では，中央・地方政府の最適な配置問題についての空間経済モデルを構築した。ここ
で得られた結論は以下のとおりである。
　交通・通信コストの低下は，地方政府は合併して，「大きな地方政府」を目指す政策が求
められる。
　中央政府の固定費用の低下は，地方政府システムの配置に全く影響はなく，現状維持が望
ましい。国家にとって，中央政府の固定費用は必要不可欠なものであるためにその増減が政
府システムに影響を与えない。中央政府内費用の限界費用の減少は，地方政府は，「大きな
政府」を目指すことが求められる。地方政府は合併し地方政府数を減らす政策が求められる。
　地方政府の資本設備費等の固定費用の低下がみられるとき，地方政府は「小さな政府」を
目指すために地方行政地域を分割し地方政府数を増加することが望まれる。
　 民営化や廃止等による政府サービスの総量の減少が進めば，中央政府，地方政府はともに，
「小さな政府」を目指すことが求められる。
　各種要因が，地方政府システムの設置形態に影響を与える。国家の取り巻く固有の社会環
境変化によって政府システムの構築方法は大きく異なる。行政の効率化は合併だけではなく
分割も視野に入れるべきである。
P0 （g1＊， k1＊）
C0
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Spatial Economic Theory of Central and Local Governments 
Considering Mergers and Divisions of Local Governments
Toshiaki TAKITA
    This paper aims to develop a spatial economic model of central and local government 
system. This model can give us more information about the optimal allocation of total 
government services inside a country to the central government and local governments, and 
this gives us more about the optimal number of local governments. First, we describe the 
spatial economic model to express administrative principle, that is, one of the principles in 
the central place theory of Christaller (1933). And this model proposes a drastic change in the 
concepts of central place theory, and it adopts not only the variable k-value to express 
mergers of local governments but also the scales of governments. Secondly, we make 
comparative static analyses of the effects of lower individual unit costs of transportation and 
telecommunication and of the changes in government system. Finally, we can get 
conclusions that many factors decide the optimal hierarchal structure of central and local 
governments and that the efficiency of government system does not always depend on the 
mergers of local governments.
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